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▶対象者の年齢要件を65 歳以下まで緩和し、高齢層を含めた多様な年齢の就農を支援します。
▶若年層に対しては、支援額を増額します。
▶親元就農について、経営リスク条件なく、支援の対象とします。
▶経営開始資金については、交付期間の上限を３年から５年へと延長します。
▶経営発展支援事業については、都道府県の負担分をなくし、その分を国が負担します。
▶夫婦など家族帯同で移住し、就農する場合には加算措置を講じ、
　農村人口を一層増やす就農を促進します。
▶中山間地域等条件不利地域へ就農する場合、加算措置を講じ、
　条件不利地域への就農を促進します。

▶ＩＪＵターン、親元就農に加え、新規「兼業」就農（いわゆる半農半Ｘ）、
二地域居住・関係人口による農業への取組を食料確保・農地維持支払制度の中で支援し、
多様な新規就農のかたちを応援します。（例：月4 回農村に滞在し、農作業に従事した場合、資金を交付 など）

新
規
就
農
対
策

1.

▶市町村、農業委員会、農地中間管理機構、普及指導センター、
　農業団体等の関係機関が連携し、新規就農者（年齢問わず、研修中を含む）に対して
　ワンストップで支援できる体制を確立します。
▶新規就農者（年齢問わず、研修中を含む）に寄り添う相談専門員を育成・確保し、
　農業技術・農村生活に関する様々な相談に応ずる窓口を整備します。

2.

▶学校教育等における食育、農業体験学習を充実・強化します。
▶農業高校・大学、農業大学校における教育設備の充実・強化を図ります。
▶教育人材を確保し、ベテラン農業者による実践的な教育を推進します。
▶就農相談会、農業法人説明会を開催し、情報発信を行います。
▶関係機関 （地域おこし協力隊等を含む）が連携した農地中間管理機構
　(農地バンク等)による就農希望者への円滑な農地確保を図ります。

3.

老いも若きもみどりの大地へ！！
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「農業をやってみたい」という人材の掘り起こし
これなら出来そうだ！

新規就農者 に寄り添う
ワンストップサービス・相談窓口の整備

就農準備資金、経営開始資金、
経営発展支援、雇用就農資金を強化･拡充新

た
な

令和版

「直接支払制度」
を創設！

かつての
「農業者戸別所得補償制度」

を大転換！

支払制度で改善します！

これからの農業は

どうなるの？

詳しくは
中面へ

234万人
116万人

1999年
2023年

大丈夫なの？

基幹的農業従事者

40％ 38％
1999年

2022年

24％ 28％
1999年

2024年

72％ 58％
1999年

2022年

487万ha 430万ha
1999年

2023年

農地をどうしよう...

担い手
不足や後継
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食料確保は

エンゲル係数

家計に大打撃！

農地
の面
積も年

々減少傾向..

農地面積

食料自給率（熱量）

食料自給率（金額）

このような不安や
お悩みを
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所要額 約8,000億円
所要額 約1,000億円 所要額 約3,000億円

農地を農地として維持する農業者に交付

中山間地域
加算

多面的機能・
環境加算

「農地維持支払」と合わせて、
現行水活の交付水準を確保します。

産地交付金の仕組みも維持します。

※米の生産費を参考に、生産資材等の上昇分（食料確保）と農地に係る経費（農地維持）を
　合計した額を交付単価の基礎とする。

田 23,000円／10a 草地 13,000円／10a

採草放牧地 2,000円／10a畑 15,000円／10a

農地維持支払
自給率向上
直接支払

条件不利を補正

多面的機能を支える活動支援

地球温暖化防止・生物多様性に
効果の高い生産活動を支援

約1兆2,000億円総額

立憲民主党は、全国の現場を見て、生の声を聴いて、
国民の食を守り、農家を支え、農地を守る政策づくりをすすめます。

食料安全保障の基本は

農業 であり、農家 です。

交付単価

消費者・国民へ農産物を安定的に供給する基礎となる
農地を維持するため、新たな交付金を交付します。

食料自給率の向上に向け、主食用米以外の
米粉用米、飼料用米、麦・大豆・飼料作物等
に対し交付金を交付します。

立憲民主党の
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米価が生産コストを割り込んだ場合...米価が生産コストを割り込んだ場合...さらに
!

主食用米を生産する販売農業者に交付 所要額 約100億円
NE
W

※既存の農林水産予算を削ることなく財源を確保します。

米のトリガー発動！
主食用米
直接支払


